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序     文 
 

カンボジア王国は、2010年後半から製造業などの日系企業の進出が加速しており、これら外国

投資も活用しながら、製造業等の拡大によって産業を多角化することで経済の持続的な成長をめ

ざしています。しかし、外資系企業からは、カンボジア王国の高等教育機関の輩出する高度人材

には、生産ラインなどの設計・管理や不具合の原因究明を行うことができる実践的なスキルを持

ったエンジニアレベルの工学系人材が不足していることが指摘されています。 
カンボジア王国のエンジニアを育成する高等教育機関としては、カンボジア工科大学が国内最

高峰の機関として位置づけられていますが、同大学は実験・実習のための施設・機材の不足等に

より座学中心の教育が行われており、実践的なスキルを持った人材を必要とする産業界のニーズ

に応えることが十分にできていない現状です。 
このような背景からカンボジア王国政府から日本政府に対して、カンボジア工科大学の電気・

エネルギー工学、産業機械工学、地球資源・地質工学の3学科の強化を目的とした「カンボジア工

科大学教育能力向上プロジェクト」の実施に係る技術協力の要請がありました。これを受けてJICA
は2011年10月から4年間の予定で協力を実施しています。 

今回実施する中間レビュー調査は、プロジェクトの中間地点として、プロジェクト目標や成果

等の達成状況や実施プロセスを確認するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方

向性について確認することを通じて、プロジェクト改善に役立てることを目的としています。 
本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、更には類

似の他プロジェクトに活用されることを期待しております。 
最後に、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願い致します。 
 
平成26年2月 

 
独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島信子 
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写     真 

 

カンボジア側と日本側との間で、合同評価報告書案が協議された。 

 

JCC においてカンボジア工科大学の３学科からこれまでの活

動について報告がなされた。 

 

JCC においてミニッツが署名された。  
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略語 正式名称（英語/仏語） 日本語 

AUN/SEED-NET ASEAN University Network/Southeast Asia 
Engineering Education Development Network  

アセアン工学系高等教育ネ

ットワーク 

C/P Counterpart  カウンターパート 

FD Faculty Development ファカルティ・デベロップメ

ント 
EEE 
GEE 

Department of Electrical and Energy Engineering 
Département de Génie Electrique et Energétique 

電気・エネルギー工学科 

GGE 
 
GGG 

Department of Geo-resources and Geotechnical 
Engineering 
Département de Génie Géo-Ressources et 
Géotechnique 

地球資源・地質工学科 

IME 
GIM 

Department of Industrial and Mechanical Engineering 
Département de Génie Industriel et Mécanique 

産業機械工学科 

ITC Institute of Technology of Cambodia カンボジア工科大学 

JETRO Japan External Trade Organization 日本貿易振興機構 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

M&E Monitoring & Evaluation モニタリング・評価 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録 

MoEYS Ministry of Education, Youth and Sport 教育青年スポーツ省 
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評価調査結果要約表 
Ｉ．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：カンボジア工科大学教育能力向上プロジェクト 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：高等・技術教育課 協力金額（2013年11月末時点）：2.01億円 

先方関係機関：教育青年スポーツ省、カンボジア工科大学（ITC）

日本側協力機関：東京工業大学、九州大学、北海道大学、早稲田

大学、同志社大学、京都大学 

協力期間 2011 年 10 月 〜

2015年10月（予定） 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）への外国直接投資純流入額は、2009年から2011
年までの3年間で約1.7倍に拡大しており、さらに2010年後半からは製造業を含む日系企業の進出

が加速している。カンボジアは、これら外国投資も活用しながら、製造業などの拡大によって

産業を多角化することで、経済の持続的な成長をめざしている。しかし、生産ラインなどの設

計・管理や不具合の原因究明を行うことのできる実践的なスキルを持ったエンジニアレベルの

工学系人材が不足している点が指摘されている。そのため外資系企業は、中国やタイなどから

そうした人材を雇用して対応している。 
こういったエンジニアを育成する高等教育機関としては、カンボジア工科大学（Institute of 

Technology of Cambodia：ITC）が国内 高峰の機関として位置づけられる。しかしITCでは、実

験・実習のための施設・機材の不足等により座学中心の教育が行われており、実践的なスキル

を持った人材を必要とする産業界のニーズに応えることが十分にできていない。 
また、カンボジアでは近年、探鉱技術の向上及び地中の危険物の除去の進展などによって、

鉱物資源の新たな開発が進められ、フン・セン首相の指示により、ITCにおいて過去に廃止され

た地球資源・地質工学科を2011年10月より再開設することが決まった。しかし、当該分野にか

かるITCの知見・経験は乏しく、当該学科においても、実験・実習を取り入れたカリキュラムの

実践に対する支援が必要となっている。 
このような背景からカンボジア政府から日本政府に対して、ITCの電気・エネルギー工学、産

業機械工学、地球資源・地質工学の3学科の強化を目的とした「カンボジア工科大学教育能力向

上プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）の実施に係る技術協力の要請があった。 
これを受けてJICAは2011年10月から4年間の予定で協力を実施している。本プロジェクトは，

ITC及び教育青年スポーツ省をカウンターパート（Counterpart：C/P）とし、JICAはチーフアド

バイザーを短期出張ベースで年間4回程度、業務調整員1名を長期専門家として派遣している。

今回実施する中間レビュー調査では、カンボジア側と合同でプロジェクト目標や成果等の達

成状況や実施プロセスを確認するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性

について確認することを通じて、プロジェクト改善に役立てることを目的とする。 
 
１－２ 協力内容 

（1）上位目標：ITCの対象3学科（電気・エネルギー学科、産業機械学科、地球資源・地質工

学科）から、より高い実践的なスキルを身につけた高度人材が輩出される。 
 
（2）プロジェクト目標：ITCの対象3学科において、より実験・実習に重点を置くことを通じ

て学部教育の質が改善する。 
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（3）成果 
1）成果1：コースワークのためのシラバスがより実験・実習に重点を置いたものへと改善

される。 
2）成果2：教員の教授法が実践を重視したものへと向上する。 
3）成果3：実験用機材が、実験・実習において適切に活用される。 

 
（4）投入実績（2011年10月〜2013年11月） 

日本側 
専門家派遣：1）チーフアドバイザー（短期専門家）、2）業務調整員（長期専門家）、3）

産業機械工学（短期専門家7名）、4）地球資源・地質工学（短期専門家6名、

インドネシア人専門家1名含む）、5）電気・エネルギー工学（短期専門家4
名、タイ人専門家1名含む）で、短期専門家の従事期間は延べ4.2カ月 

本邦研修：24名（電気・エネルギー学科9名、産業機械学科9名、地球資源・地質工学科6
名） 

業務費負担：64,817.23 USドル（機材付属品、消耗品等） 
機材供与：電気・エネルギー学科と産業機械学科への供与（総額1,611,462USドル相当）。

なお地球資源・地質工学科対する機材供与は文化無償資金による。 
相手国側 

カウンターパート 
配置： 

マネジメントレベル3名＋技術カウンターパート56名（電気・エネ

ルギー学科22名、産業機械学科21名、地球資源・地質工学科13名）

事業費負担：860,740 USドル相当（施設整備費、新規職員雇用など） 
その他：専門家執務スペース（ITC内） 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 日本側 
担当分野 氏名 所属 

団長/総括 田中 努 JICA人間開発部 高等・技術教育課 課長 
工学教育 高田 潤一 東京工業大学大学院 理工学研究科国際開発工

学専攻 教授 
協力計画 谷口 敬一郎 JICA人間開発部 高等・技術教育課 特別嘱託 
評価分析 井田 光泰 合同会社適材適所 シニアコンサルタント 

カンボジア側 
H. E. Lav Chiv Eav 教育青年スポーツ省次官 
Dr. Romny OM ITC学長 
   

調査期間 2013年11月24日〜12月7日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ プロジェクトの主な実績 

指標に沿った主な進捗と実績は、以下のとおりである。 
期待される主要成果 概要 

成果１  
1-1 カリキュラムにおけ

る実習・実験の比率が高

まる 

機材供与された科目について、実習・実験の導入が進み、3学科

の合計実習・実験時間はプロジェクト前の528時間から896時間

へと増加した。 
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1-2 機材 1台当りの学生

数が減少する 
機材や実験の種類によって異なるが、産業機械学科と電気・エ

ネルギー学科では学生5～6名で1台の機材が活用され、地球資

源・地質工学科では、フィールド調査用の機器は各学生に1つず

つの必要器具が提供されている。また顕微鏡も1台当り2名の学

生の割合で配置されている。 
1-3 改定されたシラバス

の数 
一部のシラバスで実験・実習時間を明記し、使用する機器名を

記載するといった変更を行っている。 
1-4 作成された学生実験

手引書の数 
電気・エネルギー学科と産業機械学科併わせて、これまでに77％
の学主実験手引書が作成されている（95/115）。地球資源・地質

工学科は今後、中心的な課題として本邦研修などで取り組む予

定である。また作成された手引書についても短期専門家の助言

を受けて改定を図る予定である。 
成果２  
2-1 学科長が教員による

実習中心教育の能力が高

まったと認識する 

学科長・副学科長によれば、供与機材を活用した実験の増加な

どを通して授業が改善しているという。更新機材（老朽化した

機材の買い替え）や操作が比較的簡易な実験・実習用機材につ

いては、十分な活用が図られている。一部の新規導入機材につ

いては一層の習熟が求められる。 
2-2 「FD活動」1が定期的

に実施される 
各学科では月2回学科ごとにスタッフミーティングを開催して

いる。ただし、この会議は教育・学生指導に特化した会議では

なく、短期専門家による指導や本邦研修の成果を他の教員と共

有する場とはなっていない。 
成果３  
3-1 実験用機材活用に係

る内規が作成される 
各学科には簡単な内部規約が作成され、機材管理の責任者と学

生の実習・実験をサポートするアシスタントが任命されるなど

体制はあるが、機材の保守・点検などのシステムなどは整備さ

れていない。 
3-2 タスクフォースによ

り定期的なレビューが行

われる 

機材の故障でトラブルが発生した際に学長・副学長に報告され

るようになっているが、組織的なモニタリングの体制や仕組み

はまだ導入されていない。 
プロジェクト目標  
プロジェクトのために設

立される評価委員会が、

より実験・実習に重点を

置くことを通じて学部教

育の質が改善したと評価

する 

ITCに対してフランスや日本など海外17大学が参加する国際コ

ンソーシアムが教育支援を行っており、ITCもこの国際コンソー

シアムが求める教育水準に沿うことを重視している。年1回、加

盟大学の代表者が集まりITCの教育内容をレビューし、ITCに対

する改善提言を行っている。現在、加盟大学では、ITCで取得し

た単位の認定、ITC5年生を修士課程1年として認定、毎年約60
名のITCの学生への奨学金提供といった措置を取っており、ITC
の教育レベルの高さを示すものといえる。PDMで明記したプロ

ジェクトのための「評価委員会」は設置されておらず、プロジ

ェクトが支援する3学科の教育の質を客観的に示す指標はない。  
                                                        
1 FD（Faculty Development）活動とは、教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取り組みを指し、具体的には

教員相互の授業参観の実施、授業方法についての研究会の開催、優れた教育実践例の共有などの活動を含む。「カンボジア王

国カンボジア工科大学教育能力向上プロジェクト詳細計画策定調査報告書」 
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 今回の中間レビューでは、学生に対するグループインタビュー

を行ったが、面談した学生たちによれば、機材活用や学生実験

指示書の導入等により、教育の質が上がったとの声が多かった。

他方、教員が機材活用についてもっと習熟するべきとの要望も

あった。 
上位目標  
ICTの卒業生の雇用主の

70％が、プロジェクト開

始以前よりプロジェクト

開始後の卒業生のほうが

より実践的なスキルを身

につけていると評価する。 

現在ITCでは、企業向けに卒業生のパフォーマンスについてのア

ンケート調査などは実施されておらず、ITCとして定期的な調査

が必要である。 
2012/2013の2学科（地球資源・地質工学科はまだ卒業生を輩出

していない）82名の卒業生の進路を見ると、就職67％、大学院

進学17％、就職活動中15％、その他1％となっており、ITCの卒

業生は既に企業から評価されており、就職状況も良好である。

就職活動中の学生も就職口がないのではなく、希望する収入が

得られる企業を探しているという状況である。 
 
実施プロセス 
・ 技術移転は主に短期専門家派遣と本邦研修により行われている。機材導入についてはC/Pと

業務調整員により行われた。本邦大学の現職教員を短期専門家として適切なタイミングに派

遣することは、専門家の所属大学での通常業務との兼ね合いがつき難いことや専門家個人に

対する事業協力へのインセンティブの低さなどから難しかった。他方、本邦研修は1カ月程

度実施され適切であったと判断される。特に、研修員となるC/Pと日本の受入れ大学におい

て研修目的や内容が明確であった場合、より高い研修効果が得られている。 
・ プロジェクトの初期段階においては、チーフアドバイザーが短期型のシャトル派遣であり、

どうしても活動の制約が避けられなかったこと、日本人専門家との間でコミュニケーション

が十分ではなくプロジェクト事務所の機能に制約があったこと、プロジェクトに関するC/P
との定期会合が行われていなかったこと、日本における国内支援委員会も 低限の頻度でし

か開かれていなかったことなどから、プロジェクトの進展が限られていた。2年目、3年目に

ついては、より多くの短期専門家が派遣され、C/Pが機材の導入や活動に費やす時間が増え

たことにより、プロジェクトが進展した。 
・ PDMの改定について、2012年12月に合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）が

開催されたものの、プロジェクト実施レベルにおいては、意思決定に関する体制が明確にな

っていない。 
・ 短期専門家とC/Pとのコミュニケーションはよいが、個々のコミュニケーションのやり取り

という性格が強く、全体の情報が把握できるような情報共有が求められる。また、導入され

たTV会議システムはそれほど活用されていないことから、プロジェクトの後半ではより多く

の活用が期待される。 
・ プロジェクトの活動は、学生実験手引書作成や教授法の改善であり、C/PであるITC教員にと

って通常業務であることから、オーナーシップは高い。 
 
３－２ 5項目評価の概要 

（1）妥当性：プロジェクトの妥当性は高い。 
「教育セクター国家開発戦略（2009～2013）」では、高等教育・研究の発展が重要な戦略

として挙げられ、「次期教育開発戦略計画（2014～2018）」でも、工学分野でアセアン諸国

の基準に見合うような大学教員の能力向上と実験等、施設の整備を促進することが重点課
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題として掲げられている。産業界による人材ニーズでは、質の高いエンジニアへのニーズ

があり、本プロジェクトの主旨と一致する。教育省傘下の10大学のうち、理系の学科を有

する大学は3校しかなく、工学系ではほぼITCのみという状況であることから、カンボジア

の工学教育を支援するうえで、ITCを支援することは極めて妥当といえる。 
 
（2）有効性：プロジェクトの有効性は中程度である。 

本プロジェクトではコースワークの改善、教育方法の改善、適切な機材活用が3つの成果

目標として挙げられている。いずれの成果目標も実習・実験を重視した教育の質を改善す

るうえで不可欠な要素である。これまで、コースワークの改善については、学生実験手引

書が導入され、実習・実験時間が大幅に増加するなど、目に見える具体的な成果が生まれ

ている。他方、教育方法の改善や適切な機材活用はまだ十分な成果が見えていない。これ

までの取り組みから、今後、短期専門家による適切な指導を十分受けることができ、ITC教

員が機材の活用法や教授方法について一層努力すれば、プロジェクト目標を達成すること

は十分可能である。 
 
（3）効率性：プロジェクトの効率性については一部課題がある。 

プロジェクトの進捗について1年目は投入が少なく、2〜3年目にある程度投入が確保で

き、活動が進むようになってきている。成果１について当初予定より遅れはあるが、ある

程度実績が上がっているが、成果２と３については一層の努力が必要である。短期専門家

とC/Pとのコミュニケーションは徐々に円滑化し始め、本邦研修も成果品作成のうえで効果

的である。他方、定期的なプロジェクト会議がないなど組織的な取り組みにおいてプロジ

ェクト運営の弱さがある。また、短期専門家派遣の難しさは依然懸念材料であるとともに、

プロジェクトに参加する教員の多数にとってJICAの技術協力プロジェクトは初めての経験

であり、PDMなどプロジェクトの目標、枠組み、範囲などあまり明確に理解していないた

め、今後、プロジェクトの進め方など含めて十分な支援が必要である。 
 
（4）インパクト：インパクトの見込みは高い。 

ITC卒業生の就職状況や商工団体へのヒアリングによれば、ITC卒業生は企業などから既

に非常に高い評価を得ている様子がうかがえた。また、ITCもカンボジアの主要企業と対話

する機会をもち、企業ニーズについて理解を高めようとしている。現在の5年生以下の学生

は、本プロジェクトによる便益（新規機材と実習・実験の導入、教員指導法の改善など）

を受けており、以前の卒業生より実践的な知識・技能を有していることが期待できる。ほ

かに期待されるインパクトとして、日本の大学研究者の支援によるITCでの研究活動の開

始、日本の大学とITC間の連携協定の展開などが挙げられる。 
 
（5）持続性：プロジェクトの持続性については一部課題がある。 

工学系の技術者育成は「次期教育開発戦略計画（2014～2018）」の重点政策に掲げられて

おり、政策面の持続性は高い。プロジェクト成果の持続性について、実習・実験はコース

ワークのなかに位置づけられているが、教育方法の改善や機材の適切な維持管理について

は、FDのためのミーティングや機材の維持管理システムなど制度や体制づくりが進んでお

らず、リスク要因である。ITCでは機材更新や修理のための予算が少ないため、定期的な保

守・点検の徹底化を図ることで、故障などのトラブル回避に努力する必要がある。消耗品

については、企業研修サービスなどの収益活動を行うなどして、各学科が独自に自立性を

確保することが可能である。技術面については、国際コンソーシアムが今後も技術支援の

役割を果たすことが期待できる。また、本プロジェクトで構築・強化されたITC教員と日本

の大学教官との結びつきによる技術支援が期待できる。 
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３－３ 促進要因 

本プロジェクトの促進要因としては、対象3学科の教員の52％がアセアン工学系高等教育ネッ

トワーク（AUN/SEED-NET）プロジェクトを通して、日本をはじめ海外で修士・博士の学位を

取得しており、教員の能力が強化されていたことと、日本など受入れ側の指導教員とITCの教員

の間にネットワークが形成されていたことを挙げることができる。また、国際コンソーシアム

を通して多くの教員がフランス等で学位を取得しており、ITCの教育水準の向上という点で貢献

している。 
 
３－４ 阻害要因 

幾つかの供与機材について専門家派遣前に仕様などが決まっていたが、不可欠な付属品やス

ペアが機材リストから漏れていたために活用できず、プロジェクトで対応する必要が生じた。

また、地球資源・地質工学科に対しては文化無償資金協力で機材供与が行われたが、不可欠な

機材のリスト漏れ、取扱説明書の不備といった問題が多く、プロジェクトで対応に追われ、機

材活用が遅れた。 
 
３－５ 結論 

評価項目 評価結果 
1. 妥当性 産業人材育成を支える政策支援は一貫しており、プロジェクトが対

象となる産業ニーズに対応していることから、妥当性は高い。 
2. 有効性 有効性は中程度である。今後、プロジェクトの効率性が高まればプ

ロジェクト目標の達成も可能である。 
3. 効率性 効率性には一部課題がある。特にプロジェクトマネジメントは、適

切な分野や時期に専門家を派遣することやカウンターパートが活

動により深くかかわることを通じて、強化される必要がある。 
4. インパクト ITCの卒業生は産業界やITCの学術的な発展の影響から評価されて

おり、インパクト（予測）は高い。 
5. 持続性 持続性についても一部課題が予想される。機材の維持管理には、特

に注意が必要である。 
 
３－６ 提言 

評価結果に基づく合同評価チームのプロジェクトに対する提言は以下のとおり。 
 
（1）ITCマネジメントに対する提言 

1）産業連携オフィスを含め、ITCとして、卒業生に対する企業の評価や産業界のニーズを

把握するための定期的な調査を制度化すること。 
2）計画機材の適切な使用や維持管理を行うための計画策定を行うこと。 

 
（2）プロジェクト事務所と対象3学科に対する提言 

1）プロジェクトの進捗に関してTV会議を通じて定期的に短期専門家とコミュニケーショ

ンをとること。 
2）プロジェクト管理の強化、教育手法の開発や適切な機材管理のための仕組み（機材リ

スト、消耗品・付属品等の在庫リスト、代理店との連絡経路の確立、消耗品の補充に必

要なコストの把握、定期保守・点検の方法等）を作るために定期会合をもつこと。 
3）必要な機材の付属品や部品をプロジェクト期間終了までに調達すると同時に、機材管

理の計画と同時に企業への研修提供といった収益活動のプランを策定し、活動計画に位
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置づけること。 
4） 終的にプロジェクト目標を期間内に達成するために、2014年1月末までに個々の活動

の実施者とスケジュールを記載した後半の活動の詳細な計画を策定すること。 
5）効果的な本邦研修を実施するため、日本人専門家と対象の学科長及びITC教員と綿密な

協議を行い、研修目的や内容を明確にしたうえで研修を実施すること。 
 
（3）JICAへの提言 

1）専門家の方の多くが現役の大学教員であり頻繁にITCを訪問できないことから、大学の

退官教員などを長期専門家として派遣することを検討すること。 
2）現在、別途、無償資金協力事業が進んでいる。JICAは文化無償資金協力と本プロジェ

クトの経験から学んだ教訓に基づき、機材の効果的な設置に留意すること。 
3）日本人専門家間のコミュニケーション・連携（特に学科を越えたコミュニケーション・

連携）は十分に円滑とはいえないことから、JICAは定期的に関係大学が集まる会合を開

催するなどを通じて、より密接なコミュニケーションを図ること。また各種資料の共有

も、各学科の代表者のみに共有するのではなく、関係者全員に行き渡るように努めるこ

と。 
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The Summary of Mid Term Review Evaluation 
1．Outline of the Project 

Country: Kingdom of Cambodia Project Title: The Project for Educational Capacity 
Development of the Institute of Technology of Cambodia 

Issue/Sector: Higher Education Cooperation Scheme: Technical Cooperation 

Division in Charge:  Total Cost (at the time of Mid-term Review)：2.0million yen

Partner Country’s Implementation Organization: Ministry 
of Education, Youth and Sports (MoEYS) and Institute of 
Technology of Cambodia (ITC) 

Period of 
Cooperation 

October 2011 – October 
2015 
(Scheduled for four years) 

Supporting Organization in Japan: Tokyo Institute of 
Technology, Kyushu University, Hokkaido University, 
Waseda University and Doshisha University, Kyoto 
University 

1-1 Background of the Project 
 The share of industrial sector in GDP in Cambodia is limited to 23.5%, and major industries are 
garment and construction industries. The diversification of industries and expansion of mineral industry 
are regarded as necessary steps for further economic growth of Cambodia. 
 The Royal Government of Cambodia, with its National Development Strategy named “Rectangular 
Strategy”, is making efforts for the promotion of trade and investment, development of small & medium 
sized companies, and development of human resources with skills matching the needs of the labor 
market.  However, business community including foreign investors is facing the shortage of engineers 
and technicians who can manage or design the production lines of factories. On the other hand, 
development of mineral resources is progressing in recent years in Cambodia because of the 
improvement of technology and the progress of removal of landmines.    
 Under these circumstances, RGC requested the Government of Japan for assistance to improve
educational capacity of Institute of Technology of Cambodia (ITC), focusing on the Department of 
Electrical and Energy Engineering (EEE), the Department of) Industrial and Mechanical Engineering 
(IME) and the Department of Geo-resources and Geotechnical Engineering (GGE). 
 The Mid-term Review Team for the project, organized by the representatives of Cambodian side and 
JICA, evaluated the achievements and implementation process of the project by using the evaluation five 
criteria and derive reform measures for achieving the expected outputs and the project purpose. 
 
1-2 Project Overview 
(1) Overall Goal 
Graduates with stronger practical skills are developed by the target departments of ITC. 
 
(2) Project Purpose 
The quality of education is improved with more emphasis on practice and experiments at the target 
departments of ITC as a leading university. 
 
(3) Outputs 
1. Syllabus for course works is improved with more practice and experiments. 
2. Teaching method of academic staff is enhanced to conduct practice-oriented education. 

Equipment for experiments is properly utilized for practice and experiment. 
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(4) Inputs 
【Japanese side】 
Experts: 1) Chief advisor (short-term), 2) Project Coordinator (long-term), 3) 7 short-term experts for 
IME, 6 for GGE including one expert from Indonesia and 4 for EEE including one expert from Thailand
Training in Japan: 24 counterparts (IME: 9, EEE: 9, GGE: 6) 
Operation cost: 64,817.23 US dollars for consumables and accessories for equipment, etc. 
 
【Cambodian side】 

Counterpart: 3 counterparts at the managerial level and 56 technical counterparts 
Facility& expenses: 860,740 US dollars for the installation of facilities and the salaries of new 

staff assigned for the project 
Provision of office space for Japanese experts in ITC 
  

2．Mid-term Review Team 

Members of 
Mid-term 
Review Team 

Japanese side: 
1) Team Leader: Mr. Tsutomu TANAKA, Director, Technical and Higher Education 

Division, Human Development Department, JICA 
2) Engineering Education: Dr. Jun-ichi TAKADA, Professor, Tokyo Institute of 

Technology 
3) Cooperation Planning: Mr. Keiichiro TANIGUCHI, Special Advisor, Technical and 

Higher Education Division, Human Development Department, JICA 
4) Evaluation Analysis: Mr. Kaneyasu IDA, Senior Consultant, Tekizaitekisho 

Organization 
Cambodian side: 
1) H. E. Lav Chiv Eav, Secretary of State, MoEYS, Project Director 
2) Dr. Romny OM, Director of ITC, Project Manager 

 

Period From November 24 to December 7, 2013 Type of Evaluation: Mid-term Review 

3．Results of Evaluation 

3-1 Progress of the Project 

The Project’s achievements in accordance with the PDM are shown in the table below.  
Indicators Progress and achievements 
Output1  
Ratio of practice and 
experiments in 
curriculum increases. 

The hours spent for practices and experiments by the three 
departments increased from 528 before the commencement of the 
project to 896 in November 2013. 

Number of students per 
equipment decreases. 

In EEE and IME departments, one class is usually divided into five to 
six groups and one set of equipment is available for each group. GGE 
department is very new and the number of practical work 
(experiments and field work) has been drastically increased. Now 
fieldwork has been made possible for five subjects and necessary 
tools are available for each student. A pair of students uses one 
microscope. 
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Number of revised syllabi Basically the project revises the existing syllabi related to practices 
and experiments. 

Number of revised 
instruction for practices 
and experiments 

In EEE and IME departments, 77 % of the necessary student 
laboratory manuals (61 out of 79 for EEE) and (34 out of 36 for IME) 
have been drafted. GGE department plans to draft the manuals before 
training in Japan. All the manuals developed by the lecturers will be 
further improved, incorporating feedback from the Japanese experts. 

Output 2  
All heads of the 
departments consider 
capacity of academic staff 
is enhanced to conduct 
practice-oriented 
education. 

The heads of departments recognized the improvements due to the 
facts that utilizing the lab equipment, the lecturers are conducting 
course works and more mini-projects are being conducted. The 
lecturers can utilize the equipment that has been procured to replace 
the old ones and also the equipment that is easy-to-use. Yet, the 
lecturers still need to be specialized in the use of equipment that has 
been newly introduced to ITC. 

Faculty Development 
activity is regularly 
conducted. 

Each department organizes the staff meeting twice a month. But the 
objective of the meeting is not limited to faculty development. The staff 
meeting needs to be further improved for sharing of experience from 
model lectures by experts and training in Japan. 

Output 3  
Regulation for utilization 
of equipment is 
developed. 

Each department has a concise set of rules for laboratory management 
and one staff member supervises the operation and maintenance of 
equipment and one assistant support students in the use of equipment. 
Yet, a more systematic laboratory management needs to be introduced 
for sustainable use and maintenance of the newly introduced equipment. 

Periodical review is 
conducted by the 
taskforce. 

Monitoring is mostly done by the assigned staff member by reporting 
problems to the head of the department. But, monitoring system has 
not yet instituted in an organizational manner. 

Project Purpose  
Evaluation committee to 
be established for the 
Project assesses the 
quality of education is 
improved with more 
emphasis on practice and 
experiments. 

The existing system for the evaluation of quality of education 
includes the approval of the curricula of ITC by the International 
consortium of 17 overseas universities, based on the annual report of 
ITC on its academic performance. Under this framework, Credits 
obtained at ITC can be recognized at the recipient universities and the 
Fifth year student at ITC is recognized as the 1st year M.Sc. student 
by some of the member universities. Every year, approximately 60 
students study abroad at or through arrangements with member 
universities. This manifests the academic levels of ITC to some 
extent. No evaluation committee has been established for the project. 
According to the interview to a group of ITC students in the 5th grade, 
the quality of education at ITC improved by the use of new equipment 
and the introduction of increasing numbers of experiments and 
practices. At the same time, they feel the lecturers should be more 
specialized in the use of equipment. 
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Overall Goal  
70% of employers of ITC 
graduates consider 
graduates after the Project 
have stronger practical 
skills than those before 
the Project. 

ITC has not conducted survey to the industry about the performance 
of its graduates. Therefore, it is difficult to quantitatively measure to 
what extent the recent graduates have more practical skills than those 
who graduated earlier times before the project. One indication of 
good evaluation of ITC graduates is that they are very competitive in 
the job market for engineers. According to the follow-up survey on 
the graduates conducted by ITC, 67% of the graduates got jobs, 17% 
continued education and 15% seeking better paid or more qualified 
positions. 

 
 
Implementation Process 
 Progress is facilitated mainly through guidance given by short-term experts in Cambodia and 

counterpart training in Japan while the preparations and installation of equipment was done by the 
counterparts and the project coordinator. Training in Japan for one month was very appropriate, 
especially when the purposes of the training courses were discussed and well specified.  

 It was difficult to dispatch experts in a timely manner and for a sufficient duration in Cambodia 
because short-term experts had to participate in project activities from their busy teaching and 
research schedule. 

 At an earlier stage of the project duration, project progress was slow because a short-term expert was 
assigned as the chief advisor and it was difficult to manage the project and communicate with 
stakeholders in such a implementation setting. Also, the project’s support committee meeting was not 
organized only a few times. Project progress was more facilitated in the second and the third years, 
more short-term experts visited ITC and the counterparts increasingly spent time setting up and 
utilizing equipment. 

 JCC meeting was held in December 2012 to discuss the revision of PDM. At the operational level, 
decision-making was not so effective because of the above-mentioned factors. 

 With the counterparts, communication is mostly person-to-person and no formal project meetings 
were organized. Therefore, dissemination and sharing of project information was limited. Also, TV 
conference was not often used by both sides. 

 All the project activities such as the development of teaching materials and the improvement of 
teaching methods are part of their regular activities. Therefore, the ownership of the project activities 
was strongly felt by the counterparts. 

 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance: The relevance of the project is considered to be high. 
The National Strategic Development Plan (2009 – 2013) emphasizes the human resource development 
for industry as a prioritized agenda. The next Plan (2014 – 2018) will also prioritize the capacity 
development of teachers and upgrading of laboratories at the universities in the field of engineering to 
meet ASEAN standards. The job prospect for graduates of IME and EEE to get a job is very high while 
the demand is being generated for prospective GGE graduates. In the labour market, the immediate need 
is the development of skilled labour, yet the need for quality engineers is also recognized. Out of 10 
public universities under MoEYS, only 3 of them have engineering related departments. MoFYS 
recognizes ITC as the leading university in the field of engineering. Therefore, targeting ITC as the 
implementing organization is also appropriate. 
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(2) Effectiveness: The effectiveness of the project is considered to be moderate. 
The three expected outputs of improved coursework, teaching methods and proper utilization of 
equipment are all necessary to improve the quality of education with emphasis on practice and 
experiments. Tangible outputs are being produced for the Improvement of teaching methodology for 
coursework, but further efforts are necessary for the improvement of teaching methods and the proper 
utilization of equipment. It is quite possible to improve the quality of education to a satisfactory level if 
the lecturers work harder to utilize the equipment for experiments and they are able to have more 
opportunities to learn from the short-term experts.  

 

(3) Efficiency: the efficiency of the project has some issues. 
Project progress was slow in the first year and more activities were seen in the second and third years. 
Many of the expected outputs have been produced for Output 1 although the schedule is a little behind. 
On the other hands, more activities should be implemented to achieve Output 2 and 3 in the 2nd half of 
the project. Weak project management at the operational level and difficulties to send short-term experts 
remain critical issues for an effective implementation of project activities. The lecturers do not know 
much about the framework of the project. Also, they are not so familiar with the modality of JICA’s 
technical cooperation. Therefore, they need more guidance on how to proceed with project activities. 

 
(4) Impact: the prospect of impact is high. 
ITC graduates are already well accepted by the industry. ITC also tries to understand the needs of the 
industries through meetings and feedback from the companies that accepted interns. Because the students 
from the fifth grades onward will be trained with more practice and experiments, companies should rate 
them more favorably than the previous graduates. Other expected impacts include the strengthening of 
partnership between ITC and Japanese universities and the increasing number of research projects by 
utilizing newly installed equipment. 
 
(5) Sustainability: the sustainability of the project has some issues. 
The Government policy for human resource development for the industry will be consistent and ensured 
by the national strategic plan. As for the sustainability of the project outputs, practices and experiments 
will be continuously performed because these activities are incorporated into the course work. It is 
unclear how much output 2 and 3 can be secured because activities to improve teaching methods and the 
proper utilization of equipment have not yet been institutionalized. The budget available for equipment is 
very small in ITC, the lecturers need to fully understand the methods of regular and preventive 
maintenance to prevent major troubles. ITC may be able to procure consumables with its own budget by 
generating revenue from training services to companies. For the technical aspect, the international 
consortium would be one platform to support ITC. Partnership with Japanese universities would also 
help ITC lecturers further develop learning opportunities. 
 
3-3 Factors Promoting Sustainability and Impact 
52% of the ITC lecturers received degrees through JICA-assisted AUN/SEED-Net Project and they
improved their academic capabilities prior to the project implementation. International consortium of 17 
universities was also beneficial to the academic development of ITC. 
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3-4 Factors Inhibiting Sustainability and Impact 
The list and the specifications of the equipment were decided prior to the arrival of the project 
coordinator and project activities. Some equipment had problems such as lack of spare parts and it took 
some time to utilize them for teaching. The equipment procured by cultural grant aid for GGE had more 
problems (e.g., lack of essential equipment in the equipment list, insufficient guidance and poor quality 
operation manuals). 
 
3-5 Conclusions 

Criteria Evaluation Results 
Relevance Relevance is high as the policy support for human resource development 

for industry is consistent and the project responds to the needs of target 
industries. 

Effectiveness Effectiveness is moderate. It is possible to achieve the project purpose if 
the project’s efficiency is increased. 

Efficiency Efficiency has some issues. Particularly project management needs to be 
strengthened to facilitate the dispatch of experts and involve the 
counterparts in project activities more extensively. 

Impact The prospect of impacts is high as ITC graduates are highly accepted by 
the industry and other impacts on academic development to ITC. 

Sustainability Sustainability would probably have some issues; the maintenance of the 
equipment needs special attention.  

3-6 Recommendations 
 
To ITC: 
 To institute periodical survey to evaluate graduates’ performance 
 To develop a plan for the proper use and maintenance of the equipment 

 
To the project office and the three departments: 
 To communicate with the short-term experts to inform necessary information and progress made by 

ITC on a regular basis via TV conference 

 To have the bi-monthly or monthly meeting to strengthen the managerial aspects of the project and 
develop necessary systems for the development of teaching methods and the proper use and 
maintenance of the equipment  

 To make sure that all necessary accessories and spare parts be procured before the end of the project 
duration. In this connection, the three departments should make proposal for the O&M and revenue 
generation to submit to ITC. 

 To develop detailed plan of operation in order to successfully implement the activities and to 
eventually achieve the project purpose within a limited timeframe.  

 To specify the purpose and contents of training program through discussions with Japanese experts 
before dispatching the participants to Japan 

 

 
 



 

xiv 

To JICA: 

 To promote the dispatch of Japanese short-term experts to ITC by organizing the support committee 
meetings in Japan and taking measures to facilitate their increased participation. 

 To consider the dispatch of experts who are able to stay and work in ITC for weeks and months to 
oversee the revision of coursework and model teaching activities.  

 To ensure the effective installation of equipment by the forthcoming grant aid assistance based on 
the lessons learned from the experiences of cultural grant aid and this project 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 
１－１ プロジェクトの概要 

（1）背景 
カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）の産業構造は、農林水産業のGDPシェアが

36.7％と高い一方で工業のGDPシェアは23.5％と低い。他方、カンボジアへの外国直接投資純

流入額は、2009年から2011年までの3年間で1.7倍に拡大しており、2010年後半からは製造業を

含む日系企業の進出が加速している。カンボジアは、これら外国投資も活用しながら、製造

業等の拡大を通じて産業を多角化することにより、経済の持続的な成長をめざしている。 
しかしながら、カンボジアに進出する日系企業などの外資系企業からは、高等教育機関の

輩出する高度人材には、会計やマーケティングといったビジネス人材が多い一方で、生産ラ

インなどの設計・管理や不具合の原因究明を行うことができる実践的なスキルを持ったエン

ジニアレベルの工学系人材が不足している点が指摘されている。そのため外資系企業は、中

国やタイなどからそうした人材を雇用して対応している。 
カンボジアにおけるエンジニアを育成する高等教育機関としては、カンボジア工科大学

（Institute of Technology of Cambodia：ITC）が国内最高峰の教育機関として位置づけられる。

わが国は2003年から JICAの技術協力、アセアン工学系高等教育ネットワーク（ASEAN 
University Network/Southeast Asia Engineering Education Development Network：AUN/SEED-NET）
プロジェクト（第１フェーズ：2003～2008、第２フェーズ：2008～2013年）を実施中で、メ

ンバー大学教員を対象とする留学事業（修士・博士レベルの域内・本邦留学による高位学位

取得支援）、共同研究活動、ネットワーク形成活動等を行っている。ITCは、AUN/ SEED-NET
プロジェクトを通じて、これまでに約100名の教員が留学事業に参加して高位学位を取得する

など、教員の研究・教育能力の向上に取り組んでいる。しかしながらITCでは、実験・実習の

ための施設・機材の不足などにより講義中心の教育が行われており、実践的なスキルを持っ

た人材を必要とする産業界のニーズに応えることが十分にできていない。 
また、カンボジアでは近年、探鉱技術の向上及び地中の危険物の除去の進展などによって、

鉱物資源の新たな開発が進められようとしている。産業としての鉱業の発展も期待されてお

り、既に外資系企業を含め100社近い企業が鉱床を探査している。このような動きを受け、フ

ン・セン首相の指示により、ITCにおいて過去に廃止された地球資源・地質工学科を2011年10
月より再開設することが決まり、準備が進められている。しかしながら、当該分野にかかるITC
の知見・経験は乏しく、当該学科においても、実験・実習を取り入れたコースワークの実践

に対する支援が必要となっている。 
このような背景からカンボジア政府から日本政府に対して、ITCの電気・エネルギー工学、

産業機械工学、地球資源・地質工学の3学科の強化を目的とした「カンボジア工科大学教育能

力向上プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）の実施に係る技術協力の要請があった。こ

れを受けてJICAは2011年10月から4年間の予定で協力を実施している。本プロジェクトはITC
及びその上位機関である教育青年スポーツ省（Ministry of Education, Youth and Sport：MoEYS）
をカウンターパート（Counterpart：C/P）とし、JICAはチーフアドバイザーを短期出張ベース

で年間4回程度、業務調整員1名を長期専門家として派遣している。 
今回実施する中間レビュー調査では、プロジェクト目標や成果等の達成状況や実施プロセ
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スをカンボジア側と合同で確認するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方

向性について確認することを通じて、プロジェクト改善に役立てることを目的としている。 
 
（2）プロジェクトの概要 

プロジェクトは、現行（オリジナル）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 
Matrix：PDM）に基づき以下のように要約される。 

 
プロジェクトの要約 

上位目標 カンボジア工科大学の対象3学科から、より高い実践的なスキルを身に

つけた高度人材が輩出される。 
プロジェクト目標 カンボジア工科大学の対象3学科において、より実験・実習に重点を置

くことを通じて学部教育の質が改善する。 
成果 1 コースワークのためのシラバスが、より実験・実習に重点を置いたもの

へと改善される。 
成果 2 教員の教授法が実践を重視したものへと向上する。 
成果 3 実験用機材が、実験・実習おいて適切に活用される。 

出所：現行（オリジナル）PDM 

 
詳細については、付属資料3（ミニッツのAnnex-1）参照。 

 
１－２ 中間レビュー調査の目的 

中間レビュー調査の主な目的は以下のとおり。 
1）プロジェクトの実績を計画と比較して検証する。 
2）プロジェクトの実施プロセスを検証し、貢献・阻害要因を把握する。 
3）5項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に沿ってプロジェクトを分析・

評価する。 
4）PDMや活動計画（Plan of Operation：PO）の変更も含めプロジェクト後半で取るべきアクシ

ョンについて提言を行う。 
 
１－３ 合同評価チームメンバー 

カンボジア側 
氏 名 所 属 

H.E. Lav Chiv Eav Under Secretary of State, 
Ministry of Education, Youth and Sport（MoEYS） 

Dr. Romny OM Director of Institute of Technology of Cambodia（ITC）, Project Manager
日本側 

担 当 氏 名 所 属 
団長/総括 田中 努 JICA人間開発部 高等・技術教育課 課長 
工学教育 /チーフ

アドバイザー 
高田 潤一 東京工業大学大学院 理工学研究科国際開発工学専攻 

教授 
協力計画 谷口 敬一郎 JICA人間開発部 高等・技術教育課 特別嘱託 
評価分析 井田 光泰 合同会社適材適所 シニアコンサルタント 
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１－４ 調査日程・主要面談者 

（1）調査日程 
本中間レビューの現地調査は、2013年11月24日（日）から12月7日（金）にわたり以下の日

程で実施された。 
日付 日  程 メンバー 

24-Nov Arrive in Phnom Penh, Cambodia Ida 
Courtesy Call to Institute of Technology of Cambodia（ITC） 
Interview with Director and Deputy Director 

Ida 
25-Nov 

Interview with Japanese experts Ida 
Interview with lecturers from GEE Ida 

26-Nov 
Interview with lecturers from GIM Ida 
Interview with Japanese experts Ida 

27-Nov 
Interview with lecturers from GGE Ida 
Document review and documentation Ida 

28-Nov 
Interview with students at GEE Ida 
Interview with H.E. Laov Him, Director General of TVET, MLVT Ida 
Interview at Department of Higher Education, MoEYS,（Mr. You 
Vireak, Deputy Director of Department of Higher Education） 

Ida 

Interview with JETRO（Mr. Doho, Chief Representative） Ida 29-Nov 
Interview with Cambodian Chamber of Commerce 
（Mr. Yun Sovanna, Project Manager and Mr. Hong Setha, lead 
consultant, Support to G-PSF project） 

Ida 

30-Nov Report writing Ida 

1-Dec 
Arrive in Phnom Penh, Cambodia 
Internal Meeting 

Taniguchi 
Ida 

Courtesy Call to JICA Cambodia Office 
Courtesy Call to H.E. Dr. Yuok Ngoy, Secretary of State of MoEYS 

Taniguchi,  
Ida 

2-Dec 
Interview with and visit to GEE, GIM and GGE 
Meeting with experts 

Takada, Taniguchi, 
Ida 

3-Dec 
Internal Meeting（Finalizing M/M draft）/ Sending M/M draft to 
stakeholders 
Mr. Tanaka will arrive in Phnom Penh, Cambodia 

Taniguchi, Takada, 
Ida 
Tanaka 

4-Dec 
Discussion on Joint Mid-term Evaluation Report and M/M with 
MoEYS, ITC and other concerned parties 
Finalizing the draft of MM 

Tanaka, Taniguchi, 
Takada, Ida 

5-Dec 

JCC Meeting to get approval on Joint Mid-term Evaluation Report & 
Signing of M/M with ITC and Ministry of Education, Youth, and 
Sports（MoEYS） 
Report to JICA Office, Phnom Penh 

Tanaka, Taniguchi, 
Takada, Ida 

6-Dec 
Report to EOJ, Phnom Penh 
Leaving for Japan 

Tanaka 
Taniguchi, Ida 

7-Dec Arrive in Japan  
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（2）主要面談者 
1）カンボジア国教育青年スポーツ省（MoEYS） 

H.E. Dr. Yuok Ngoy Secretary of State 
H.E. Lav Chiv Eav Under Secretary of State 

 
2）カンボジア国労働・職業訓練省（MLVT） 

H.E. Laov Him Director General of TVET 
 

3）カンボジア工科大学（ITC） 
H.E.Dr. OM Romny Director of ITC 
Mr. PHOL Norith Deputy Director of ITC 
Mr. Pan Sovanna Head of GIM Department 
Dr. Nguon Kollika Coordinator of JICA project in GIM 
Dr. Seang Chansopheak GIM 
Mr. Meng Chamnan GIM 
Dr. Rey Sopheak GIM 
Mr. CHY Cheapok Head of EEE Department 
Dr. Sreng Sokchenda EEE 
Dr. PO Kimtho EEE 
Dr. Bun Long Vice head of EEE 
Mr. Thourn Kosorl EEE 
Ms Sreymean Sio GGE 
Mr. Vamoeurn Nimol GGE 
Dr. Bun Kim Ngun GGE 
Mr. Pich Bunchoeun GGE 
Mr. Chea Samneang GGE 

 
4）在カンボジア日本国大使館 

玉光 慎一 一等書記官 
和田 孝行 二等書記官 

 
5）JETROプノンペン事務所 

道法 清隆 所長 
 

6）JICAカンボジア事務所 
井﨑 宏 所長 
竹内 博史 次長 
井口 邦洋 所員 
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１－５ 評価の方法 

（1）評価の枠組み 
中間レビュー調査チーム（以下「チーム」）は、PDMに基づきプロジェクト開始当初から現

在までのプロジェクトの実績と実施プロセスを把握したうえで、評価5項目の観点から評価を

行った。 
 

1）プロジェクトの実績 
プロジェクトの実績について、投入（インプット）、成果（アウトプット）、プロジェク

ト目標、上位目標について計画並びに現行PDM指標に沿って検証した。 
 

2）実施プロセス 
実施プロセスについて、計画に沿って実施されてきたのか、プロジェクトマネジメント

は適切であったかなどを確認し、プロジェクトの実施プロセスに影響を与えた貢献・阻害

要因を把握した。 
 

3）5項目評価 
プロジェクトは、以下に説明する5項目の評価基準に基づいて分析・評価した。 

 
5 項目評価 

1．妥当性 
（Relevance） 

妥当性は、プロジェクトの正当性や必要性を問う視点である。プロジェ

クトの期待される効果（プロジェクト目標や上位目標等）はターゲット

グループのニーズに合致しているか、プロジェクトは問題の解決方法と

して適切か、プロジェクトは政策との整合性があるか、プロジェクトの

戦略やアプローチは妥当か、プロジェクトはODA予算を使って実施する

ことが適切かなどを評価する。 

2．有効性 
（Effectiveness） 

有効性は、想定された対象者・社会に対してプロジェクトの実施により

便益がもたらされるかを問う視点である。 

3．効率性 
（Efficiency） 

効率性はリソース・投入が成果に転換されているかを問う視点で、主と

してプロジェクト・コストと効果の関係に焦点をあてる。 

4．インパクト 
（Impact） 

インパクトはプロジェクトの実施によって生じる、長期的な視点の効果

を問う視点で、直接的・間接的、正・負、想定された・想定されなかっ

た効果を含む。 

5．持続性 
（Sustainability） 

持続性は、プロジェクトによる効果が協力終了後も持続され得るかを問

う視点である。 
出所：「JICA事業評価ガイドライン（改訂版）」（2004年）より作成 
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4）情報源 
既存の文献・各種報告書（事業進捗報告書、合同調整委員会議事録、専門家報告書、活

動実績資料等）に加え、本中間レビュー調査において、関係者への質問票調査、インタビ

ュー調査を実施し必要な情報・データの追加収集を行った。対象は、MoEYS、ITC（学長/
副学長等のマネジメント層、各学科の教員、学生）、MLVT、日本人専門家、カンボジア商

工会、JETROプノンペン事務所である（１－４ 調査日程・主要面談者参照）。また、質問

票・インタビュー項目の詳細は付属資料4〔質問票（短期専門家対象/ITC教員対象）〕参照。 
調査結果については、2013年12月5日（木）に開催された合同調整委員会（JCC）におい

て報告のうえ、協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）及び合同評価報告書として取りま

とめ署名を行った。詳細は付属資料3協議議事録（M/M）（合同評価報告書を含む）参照。 
 
（2）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂 

評価の枠組みとなるPDMについては、プロジェクト開始当初にカンボジア・日本国側双方

で合意されたPDM（付属資料1現行PDM）に基づき、プロジェクトの開始当初から現在までの

プロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、また評価5項目の観点から評価を行った。他方、

PDMの改訂については、2012年12月の第1回JCCにおいてもPDMの改訂が議論されていること

を踏まえ、調査期間中に双方協議を行い、新たにPDMの改訂が合意された（付属資料2改訂

PDM）。 
主な改訂内容と理由は以下のとおり。 

 
現行PDMと改訂PDM比較一覧 

 現行PDM 改訂PDM 理由 
成果 1 Syllabus for course works 

is improved with more 
practice and experiments. 

Coursework in the target 
departments is improved with 
more practices and 
experiments. 

「syllabus」が指す内容が曖

昧なため「coursework」とし

て講義内容全般を指すこと

とした。 
活動 0 - Conduct periodical survey of 

satisfaction of companies 
received ITC interns, of 
satisfaction of the 5th year 
students, and of satisfaction on 
the quality of education in the 
target departments 

プロジェクト目標と上位目

標における達成度合いを測

るための定期的な調査が必

要であるため。 

活動 1-1 Set up a taskforce for 
syllabus revision. 

Set up a taskforce in each 
department for the revision of 
coursework. 

タスクフォースが各学科に

おいて設立されることを明

確にするため。 
活動 1-2 Review and revise syllabus 

and instruction for 
practices and experiments. 

Review and revise coursework 
and student laboratory 
manuals for practices and 
experiments. 

「syllabus」及び「instruction」
が指す内容が曖昧なため、活

動による成果物を具体的に

記載。 
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活動 1-3 Conduct a periodical 

review on the 
implementation of the 
revised syllabus and 
instruction for practices 
and experiments. 

Conduct a periodical review 
on the implementation of the 
revised coursework and 
student laboratory manuals for 
practices and experiments by 
the taskforce in each 
department and Japanese 
experts. 

「syllabus」及び「instruction」
が指す内容が曖昧なため、活

動による具体的な成果物、活

動の実施者を明確にするた

め。 
 

活動 2-2 Train academic staff by 
joint research activities 
with Japanese and/or 
ASEAN country experts. 

Train academic staff by 
guidance on research 
methodology by Japanese 
and/or ASEAN country 
experts 

成果２は、研究活動を行うこ

とがプロジェクトの主眼で

はなく、教育活動としての研

究方法の指導を行うことが

主眼となるため。 
活動 2-3 Conduct Faculty 

Development activities to 
share good practices in 
teaching among academic 
staff 

Conduct sharing activities of 
model teaching and lessons 
learnt of the training in Japan 
and discuss how to apply to 
their teaching among academic 
staff 

ファカルティ・ディベロップ

メントとしてどのような活

動を行うのかを明確にする

ため。 

活動 3-1 Set up a taskforce for 
utilization of equipment. 

Organize a taskforce in each 
department for utilization of 
equipment. 

各学科にある既存グループ

やタスクフォース等も活用

して取り組むことを明確に

するため。 
活動 3-3 Conduct a periodical 

review on utilization of 
equipment by the taskforce. 

Conduct surveys on the 
conditions and the utilization 
of equipment, consumable 
supplies and materials in each 
semester by the taskforce and 
Japanese experts. 

機材の有効活用や維持管理

を行うための調査内容を明

確にするため。 

日本側の

投入 
Long-term Experts：Chief 
Advisor 

Long-term or Short-term 
Experts：Chief Advisor 

現状にあわせて修正。 

指標  改訂PDM参照 定義の明確化並びに達成状

況の量的把握を目的として

改訂。 
入手手段  改訂PDM参照 指標の変更に即して改訂。
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第２章 実績と実施プロセス 
 
２－１ 投入 

中間レビュー時点における日本・カンボジア国側双方の投入は以下のとおり。 
 
（1）日本側 

1）日本・アセアン諸国からの専門家 
1）チーフアドバイザー（短期専門家1名）、2）業務調整員（長期専門家1名）、3）産業機

械工学（短期専門家7名）、4）地球資源・地質工学〔短期専門家6名（インドネシア人専門

家1名含む）〕、5）電気・エネルギー工学〔短期専門家4名（タイ人専門家1名含む）〕で、従

事期間は延べ4.2カ月〔付属資料3協議議事録（M/M）のAnnex-3参照〕 
2）本邦研修 

24名（電気・エネルギー学科9名、産業機械学科9名、地球資源・地質工学科6名）が本邦

研修を受けた〔付属資料3協議議事録（M/M）のAnnex-4参照〕 
3）機材 

産業機械学科と電気・エネルギー学科への供与（総額1,611,462USドル相当）（付属資料3
協議議事録のAnnex-5-1、5-2、5-3参照）地球資源・地質工学科へは機材供与は文化無償資

金協力による。 
4）プロジェクト経費 

2013年11月までのプロジェクト経費支援総額は64,817.23 USドル〔付属資料3 協議議事録

（M/M）のAnnex-7参照〕 
 
（2）カンボジア側 

1）カウンターパートの配置 
3名の主要C/Pを配置し〔付属資料3 協議議事録（M/M）のAnnex-8-1、8-2、8-3、8-4参照〕、

教育青年スポーツ省高等教育局総局長がプロジェクト・ディレクター、ITC学長がプロジェ

クト・マネジャー、3学科の職員（電気・エネルギー学科22名、産業機械学科21名、地球資

源・地質工学科13名）が技術カウンターパートとて任命された。 
2）執務スペース 

プロジェクト事務所が提供された。 
3）プロジェクト経費 

付属資料にあるとおり、860,740 USドルが投入された〔付属資料3 協議議事録（M/M）の

Annex-9参照〕。 
 
２－２ プロジェクトの実績 

（1）アウトプット 
PDMの指標に沿ったプロジェクトの3つの成果目標の達成状況は以下のとおりである。 

成果１：コースワークのためのシラバスがより実験・実習に重点を置いたものへと改善され

る。 
1-1 指標①：カリキュラムにおける実習・実験の比率が高まる 
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機材が供与された教科について、実習・実験の導入が進んでいる。プロジェクト前と2013
年11月現在の実習・実験の時間数の推移は以下のとおりである。 

 
実習・実験時間数 

学科 
プロジェクト開始前 2013年11月現在 

電気・エネルギー学科 448 560 
産業機械学科  80 224 
地球資源・地質工学科   0 112 

出所：電気・エネルギー学科、産業機械学科、地球資源・地質工学科 

 
1-2 指標②：機材1台当たりの学生数が減少する 
電気・エネルギー学科について、ほとんどの供与機材が既に実習・実験に活用されている。

1クラスは25～30名の2チームに分け、5〜6名が1グループを作り、1つの機材を活用してい

る。産業機械学科では約8割の供与機材が活用され、電気・エネルギー学科同様、1台につ

き5〜6名の学生によって活用されている。地球資源・地質工学科は新設された学科で、機

材も整備されていなかったため、本プロジェクトの実施により、実習・実験とフィールド

ワークが大幅に増加した。現在、5科目でフィールドワークが実施され、各学生に1つずつ

の必要器具が提供されている。また顕微鏡も1台当たり2名の学生の割合で配置されている。 
 

1-3 指標③：改定されたシラバスの数 
当初の実施計画では、シラバスの改定と学生実験手引書の作成は1年目に完了する予定であ

ったが、機材の設置・活用の遅れにより、そうした活動も計画より遅れた。したがって、

学生実験手引書の作成過程にあり、定期的なシラバスの改定はまだ実施されていない。 
また、カリキュラムを大幅に改定するためには、国際コンソーシアムへ提案し了承を得

る必要がある。基本的には本プロジェクトでは、シラバスの授業内容の変更ではなく、実

験・実習に関する記載内容の修正等を想定する。現段階では、一部のシラバスで実験・実

習時間を明記し、使用する機器名を記載するといった変更を行っている。 
 

1-4 作成された学生実験手引書の数 

学科 科目数 
これまでにドラフト版を作

成した学生実験手引書の数

（実験・実習別） 

終的に完成させるべき学

生実験手引書の数（実験・

実習別） 

電気・エネルギー学科 18 61 79 

産業機械学科  9 34 36 

地球資源・地質工学科  9 検討中 検討中 
出所：電気・エネルギー学科、産業機械学科、地球資源・地質工学科 

 
・ 学生実験手引書については、電気・エネルギー学科と産業機械学科の2学科で77％の進捗

状況にある。 
・ 電気・エネルギー学科は18科目について学生実験手引書の作成を計画した。各科目は複

数の実験・実習で構成されているため、学生実験手引書も実験・実習課題別に作成され
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る。機材導入後間もない科目（3科目、18の学生実験手引書を作成予定）を除いて、学生

実験手引書のドラフト版が作成されている。一部学生実験手引書については短期専門家

によるコメント待ちである。 
・ 産業機械学科については、ほぼドラフトが作成済みである。「材料強度」「機械的構成」

「熱交換」「エンジン理論」の4科目については、短期専門家とITC教員によるチェックを

受けて 終化を図る予定である。「エンジン理論」については、学生実験手引書を1冊追

加する予定である。 
・ 地球資源・地質工学科については、これまで機材別の操作マニュアルの作成を図ってき

たため、今後、短期専門家と相談して、学生実験手引書の作成について必要な実験やフ

ィールド調査を決定する予定である。2014年2月、3名のC/Pが九州大学と北海道大学で研

修を受ける予定のため、それまでに学生実験手引書のドラフトを作成し、日本で短期専

門家の助言を受けながら、 終化を図りたい意向である。 
 

成果２：教員の教授法が実践を重視したものへと向上する 
2-1 指標①：学科長が教員による実習中心教育の能力が高まったと認識する 
学科長・副学科長へのヒアリングによれば、供与機材を活用した学生実験の増加などを通

して授業が改善しているという。特に、更新機材（老朽化した機材の買い替え）や操作が

比較的簡易な実験・実習用機材については、十分な活用が図られている。一部の新規導入

機材については、操作方法など含めて一層の習熟が求められる。 
 

2-2 指標②：「FD活動」2が定期的に実施される 
各学科でFD活動を行う場はスタッフミーティングである。ただし、スタッフミーティングの

議題は多岐にわたり、教授法についての議論は議題の一部にとどまっている。その他、FD
活動の機会としては、短期専門家が来訪した際に行われるモデル授業や発表が挙げられる。 

電気・エネルギー学科では月2回スタッフミーティングを開催している。プロジェクト開

始後、これまでに3回、専門家による発表があり、教員と学生が参加している（40〜80名ほ

ど）。毎回、カリキュラム開発、教授法、農業への電気通信技術の応用といったテーマにつ

いて依頼し、教員にとって学習の機会となっている。 
産業機械学科（教員16名）では月2回スタッフミーティングを開催している。主な議題は、

教授法、学生の理解度についての課題などである。 
地球資源・地質工学科では月2回スタッフミーティングを開催している。学科開設後間も

ないため、まだ教授法が十分確立・定着していないため、短期専門家による発表やフィー

ルドワークの指導など重要な支援となっている。特に、短期専門家によって、地質図作成

といった科目の実習を導入することが可能となった。教員は徐々に自信をもって取り組め

るようになってきた。 
上記のように各学科とも、月2回のスタッフミーティングを開催しているものの、この会

議は教育・学生指導に特化した会議ではなく、短期専門家による指導や本邦研修の成果を

                                                        
2 FD活動とは、教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取り組みを指し、具体的には教員相互の授業参観の

実施、授業方法についての研究会の開催、優れた教育実践例の共有などの活動を含む。「カンボジア王国カンボジア工科大学

教育能力向上プロジェクト詳細計画策定調査報告書」 
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他の教員と共有する場とはなっておらず、改善が求められる。 
 
成果３：実験用機材が、実験・実習おいて適切に活用される 

3-1 指標①：実験用機材活用に係る内規が作成される 
・ 各学科には機材に関する簡単な内部規約が作成されている。また、機材管理の責任者と

して1名の教員が任命されている。また、学生の実習・実験をサポートするアシスタン

トも1名配置されている。機材に問題が生じた場合、責任者が学科長に報告し、学長に

報告することが、ルールとなっている。 
・ 現在、3学科では、機材の設置と活用が優先課題となっており、機材の管理・メンテナ

ンスまで対応できていない。簡易な機材についてはそれほどのメンテナンスが必要ない

こと、また比較的高度な機材についてもまだ導入後間がないため、保守・点検やメンテ

ナンスまで関心が至っていないようである。 
・ 電気・エネルギー学科では、一部の実習器具の質に難があるが、それを除いて機材はお

おむね活用されている。問題のある機材については、業者と解決策を検討中である。機

材活用については、特にソフトウエアの活用について一層理解を高める必要がある。ま

た、教員が機材の活用に習熟するとそれだけ活用の幅が広がるため、新たな付属品の必

要性が生じるといったケースがある。このため、短期専門家と協議して、プロジェクト

終了までに必要な付属品を確保しておくことが望まれる。 
・ 産業機械学科では、すべての教員が機材を活用した実習・実験ができるということをめ

ざしている。現時点では、まだ適切な活用ができていない機材がある。また、ラボの管

理についても、機材の保守・点検、学生の安全や環境配慮など含めたシステム導入の必

要性を認識している。 
・ 地球資源・地質工学科も教員は機材の設置と機材活用を主眼に取り組んできており、機

材管理の制度はまだ確立していない。既存の制度としては、フィールドワーク用の器具

にID番号を付け台帳管理しているといった取り組みに限定されている。 
 
3-2 指標②：タスクフォースにより定期的なレビューが行われる 
3-1で記述したとおり、定期的なレビューは、ラボの管理者による学科長への報告が行われ

ているのみであり、組織的なモニタリングの体制や仕組みはまだ導入されていない。 
 
（2）プロジェクト目標 

プロジェクト目標：カンボジア工科大学の対象3学科において、より実験・実習に重点を置く

ことを通じて学部教育の質が改善する 
現在、ITCに対して国際コンソーシアムが教育支援を行っており、ITCもこの国際コンソー

シアムが求める教育水準に沿うことを重視している。国際コンソーシアムはフランスを中心

として、ベルギー、日本、タイなどから17大学が参加し、年1回、加盟大学の代表者が集まり、

ITCが提出した年次報告書に基づき、ITCの教育内容をレビューし、ITCに対する改善提言を行

っている。国際コンソーシアムの支援は2018年まで継続する予定である。国際コンソーシア

ムの支援を受けるメリットとして、ITCで取得した単位の認定、ベルギー、フランスの大学で

はITCの 終学年である第5年次学生を修士課程1年として認定、毎年約60名のITCの学生に奨
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学金提供といったことが挙げられる。こうしたメリットを得られるということは、ITCの教育

レベルの高さを示すものといえる。 
これまで、現行PDMで明記したプロジェクトのための「評価委員会」は設置されておらず、

プロジェクトが支援する3学科の教育の質を客観的に示す指標がなかった。そのため、本中間

レビュー調査中にカンボジア側と合意した改訂PDMでは新たに教育の質を示す指標として、

学生によるITCの教育への満足度の向上、日本人専門家によるITCの教育への調査結果の向上、

教育機材情報の定期的更新を設定した。プロジェクトの後半では、上記指標についての定期

的モニタリングが必要である。 
今回の中間レビューでは、学生に対するグループインタビューを行ったが、面談した学生

たちによれば、機材活用や学生実験指示書の導入などにより、教育の質が上がったとの声が

多かった。他方、教員が機材活用についてもっと習熟するべきとの要望もあった。 
 

ITC在学生の声 
 

今回の調査では、電気・エネルギー学科第5年次学生6名に集まってもらい、ITCの教育について

意見・感想を聞いた。 
主な内容は次のとおり。 
「以前は機材が古いためトラブルが多く、実験結果が出ないということがあった。」 
「既に学生実験手引書が導入されている。実験で分からなかったとき解決のヒントになり有

効。」 
「5〜6名の学生で1台の機材を活用している。以前に比べると大幅によくなったが、2名1組で実

験することが多いので、順番待ちで長く待たなければいけないときもある。もう少し機材を増

やしてもらえるといい。」 
「一部の新規機材については、まだ教員が十分活用方法を理解していない。」 
「現在、就職先を見つけることはとても容易だが、（参加した6名は）できれば大学院に進みた

いと考えている。」 

 
（3）上位目標 

上位目標：カンボジア工科大学（ITC）の対象3学科（電気・エネルギー学科、産業機械学科、

地球資源・地質工学科）から、より高い実践的なスキルを身につけた高度人材が輩出され

る 
 

現行PDMでは「70％の卒業生が以前に比べて実践的な能力があると企業に認識されること」

が指標として挙げられている。現在ITCでは、企業向けに卒業生のパーフォーマンスについて

のアンケート調査などは実施されておらず、プロジェクト終了後、この指標に沿って上位目

標の達成状況を測ることは難しいと思われる。したがって、改訂PDMでは、ITCの 終学年で

ある第5年次学生が企業へのインターンに参加することを活用し、「インターン受入れ企業が

ITCインターン学生を高く評価する」というように指標を改定した。プロジェクトの後半では、

第5年次学生がインターンを終了した際に企業からインターンに対して回答される現行の評

価シートを改定することにより、上位目標の達成度を測定すべくモニタリングを実施する予



 

－13－ 

定である。 
現時点で入手できた卒業生についての 新データは、以下のとおりである。ITCの卒業生は

既に企業から評価されており、就職率は高い。また、就職活動中の学生も就職口がないので

はなく、希望する収入が得られる企業を探しているという状況がある。今回の学生へのイン

タビューによれば、大学院への進学希望者も多いという。 
 

2012/2013の2学科の卒業生進路実績3 
学科 卒業生数 就職4 大学院 就職活動中 その他 連絡取れず

電気・エネルギー学科 
エネルギーコース 47 22 5 4 0 16 
電気通信コース 43 25 8 9 1 0 
電気・エネルギー学科合計 90 47 13 13 1 16 
産業機械学科 
機械コース 29 20 5 4 0 0 
産業コース 19 15 3 1 0 0 
産業機械学科合計 48 35 8 5 0 0 
地球資源・地質工学科 
地球資源・地質工学コース 0 0 0 0 0 0 

（電気・エネルギー学科、産業機械学科、地球資源・地質工学科） 

 
２－３ プロジェクトの実施プロセス 

（1）技術移転 
技術移転は、主に短期専門家派遣と本邦研修により行われている。機材導入についてはC/P

と業務調整員により行われた。短期専門家派遣は、主に本邦大学の現職教員を派遣するが、

専門家の所属大学での通常業務との兼ね合いがつき難いことや専門家個人に対するプロジェ

クト協力へのインセンティブの低さなどから適切なタイミングに派遣することは難しく、ま

た派遣期間も計画よりも短く技術移転期間としては不足している。一部、日本人専門家の派

遣が難しい分野や時期には、インドネシアやタイなどアセアン諸国からの第三国専門家に依

頼して指導を受けた。 
 

短期専門家派遣の実績 

 
派遣専門家数 派遣回数 

（延べ日数） 
本邦研修 
参加者数 

研修期間 
（カ月） 

電気・エネルギー学科 6 7（31日間） 9 9 
産業機械学科 10 9（49日間） 9 9 
地球資源・地質工学科 8 8（34日間） 6 6 

出所：プロジェクト事務所 

                                                        
3 卒業3カ月後、ITCの各学科では卒業生に対して電話による進路調査を行っている。地球資源・地質工学コースは次年度から

卒業生が出る予定。 
4 2012/2013年度コース別の主な就職先は次のとおりである（括弧内は人数）。 
電気・エネルギー科エネルギーコース：Bouygues Construction (3)、MEP engineering services (3)、Fuji Furukawa (3)、EM (2)、
Minebea、電気・エネルギー科電気通信コース：Bouygues Construction (7)、Khmer Semiconductor (4)、Khmer brewery (3)、Minebea 
(3)、CP (3) 
産業機械科機械コース：Boursier ITB (4)、Prime Auto Center (3)、ETS (2)、Comin Khmer (2)、Team Cambodia (2)、産業機械科

産業コース：Cambodia Brewery (3)、Khmer beer (3)、KED design (4)、Minebea (2)、Boursier Master (3)、Khmer Beer (2) 
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他方、本邦研修は1カ月程度実施され適切であったと判断される。本邦研修では指導を受け

るだけでなく、学生実験手引書を作成するなど成果品の作成も取り組まれている。特に、研

修員となるC/Pと日本の受入れ大学において研修目的や内容が明確であった場合、より高い研

修効果が得られている。 
 
（2）プロジェクトの運営 

1）マネジメント 
プロジェクトの初期段階においては、下記理由により、プロジェクト事務所がプロジェ

クトを実施する過程で困難であった。 
    

・ チーフアドバイザーが短期型のシャトル派遣であり活動の制約が避けられなかった。また、

日本人専門家との間でコミュニケーションが十分でなくプロジェクト事務所の機能に制

約があった（プロジェクト開始から約１年後以降、チーフアドバイザーと業務調整専門

家との間でSkypeによる月例のミーティングが開かれるようになり、改善されつつある）。 
・ C/Pとのコミュニケーションが、ITC教員1名と本邦大学の専門家1名というように、一対

一で行われていた。プロジェクトに関するC/Pとの定期会合が行われていなかった。プロ

ジェクト事務所の主要な業務は各種投入の準備・手配、派遣される専門家を探すことで

あった。 
・ 日本における国内支援委員会は、2011年12月に第1回目、2012年5月に2回目というよう

に、年1回程度の頻度しか開かれていなかった。 
    

プロジェクトの2年目、3年目については、より多くの短期専門家が派遣され、C/Pが機材

の導入や活動に費やす時間が増えたことにより、プロジェクトは進展したといえる。 
 

2）意思決定過程 
2012年12月、PDMの改定について議論をするためJCCが開催された。プロジェクト実施レ

ベルにおいては、上記「マネジメント」で指摘した理由のため、意思決定過程は効果的と

はいえない。 
 

3）コミュニケーション 
プロジェクト開始前にITC教員関係者が日本人大学に留学し日本人専門家との関係が既

にある場合やプロジェクトの進展とともに日本人専門家との連絡を通じてITC教員との信

頼関係が構築された場合は、日本人専門家とITC教員とのコミュニケーションはよい。すべ

ての分野において上記のような信頼関係が出来上がっているとはいえず、今後、日本人専

門家とITC教員との密な関係の構築が求められる。 
プロジェクト活動の促進や関係者間の情報共有は、ITC教員と日本人専門家など、主に一

対一で行われている。日本人専門家がITCでのプロジェクトの進捗を理解するために、更な

る情報共有が求められる。 
また、プロジェクトで導入されたTV会議システムはそれほど頻繁には活用されていない。

しかし、2013年5月と9月に日本人専門家とITC教員との間で実施した産業機械学科の会議で
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は、双方ともコミュニケーションを深め、プロジェクトの課題を議論するうえで有効であ

った。TV会議システムは、プロジェクト後半においては、有効なコミュニケーションツー

ルとなり得る。日本人専門家とITC教員の信頼関係が醸成されれば、今後有効に活用される

であろう。 
 
（3）オーナーシップ 

プロジェクトの活動は、学生実験手引書や教授法の改善であり、C/PであるITC教員にとっ

て通常業務であることから、オーナーシップは高いといえる。また、多くの教員が海外で学

位を取得しており、国内工学系教育のトップ校としての自覚も強いことから、教育水準を高

めなければいけないという意識は強い。 
 

日本人短期専門家へのアンケート調査の主な感想・意見 
 
プロジェクト運営について 
・ プロジェクト全体、あるいは各学科での進捗状況について現状が把握しづらく、もっと情報・

資料を共有してほしい 
・ プロジェクトの成果目標が曖昧なので、支援の範囲を判断しづらい 
・ 短期専門家の滞在期間が限定的なので、シニアボランティア、技官、退官した教員などを長

期専門家として派遣することを検討した方がよい 
・ 機材を使いこなすことで、C/Pも自信と意欲を高めることができるので、長期専門家が継続

的に支援できるような体制が必要 
 
カウンターパートへの指導について 
・ 指導したC/Pが離職したため、一部科目については他の教員への指導が必要となった 
・ 担当したC/Pからはアクションや連絡がなく、意欲が感じられない 
・ まだ教員の講義能力が足りない 
・ 講義科目数に対して対応できる教員の専門性が不足している 
・ 本邦研修でトレーニングしてから、現地で指導すると効果が上がると思われる 
・ 大学内の研修だけでなく、日本の理解促進のために、企業訪問、工場見学など他の活動も含

めてはどうか 
・ 一度現地でC/Pと会って議論しないと、メールやTV会議だけでは良好な関係を築くのが難し

い 
 
本邦研修について 
・ 若手教員は学習意欲が高く、個別課題を持参して本邦研修を受けた場合、効果が高かったが、

先方の要望や日程のツメが甘い場合は効率性に課題があった 
・ 本邦研修の中間点あたりに、日本の製造業の工場視察などを設定するよう、JICAには企画・

協力をしてほしい 
 
機材の活用について 
・ 設置作業が進んでいない実験装置について、関係者の連携・支援が必要 
 
今後の課題について 
・ プロジェクト後にITCとの関係が切れてしまう可能性が高いので、JICAに継続的な連携のた
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めの環境づくりを検討してほしい 
・ 日本人専門家にとってJICAのプロジェクトに参加しても大学内の実績としてほとんど評価さ

れず、また、JICAは大学にお金をはらうが、個人には日当程度しか支払わないシステムにな

っている．この辺りの事項が改善されないと、積極的にJICAのプロジェクトにかかわろうと

する日本人専門家は限られると考えられる 
・ 短期専門家の負担が大きいと対応できないので、必要な支援に優先度をつけて効率的な支援

を行うことで、プロジェクトの効果も高まると思う 
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第３章 5 項目評価結果 
 
３－１ 妥当性 

以下の事由で、プロジェクトの妥当性は高いと判断する。 
（1）2009〜2013年の国家開発戦略計画のなかで成長・雇用・均等・効率を謳った四辺形戦略で、

産業人材育成は優先課題の1つとして挙げられている。この国家開発戦略計画に呼応する「教

育セクター国家開発戦略（2009～2013）」では、高等教育・研究の発展が重要な戦略として挙

げられていた。また、「次期教育開発戦略計画（2014～2018）」では、工学を含む8つの分野5で

アセアン諸国の基準に見合うような大学教員の能力向上と実験等施設の整備を促進すること

が掲げられている。したがって、本プロジェクトの目標は次期国家計画とも整合性がとれて

いるといえる。 
 
（2）プロジェクト目標である実践的な工学教育の質の向上は、産業人材に対するニーズにも呼

応している。現在、労働市場で大きなニーズがあるのは熟練工・技能工といったレベルの労

働者であるが、カンボジア商工会等産業界へのヒアリングによれば、プロジェクトで支援す

る電気・エネルギー学科と産業機械学科については、質の高いエンジニアに対する強いニー

ズがある。また、地球資源・地質工学科については、今後鉱物探査から採掘などへのビジネ

スが展開するに従って、人材ニーズが増加することが見込まれている。以上の点から、質の

高いエンジニアを育成するというプロジェクトの目標は産業界や労働市場のニーズに合った

ものといえる。 
 
（3）教育省傘下の10大学のうち、理系の学科を有する大学は3校しかなく、工学系ではほぼITC

のみという状況であることから、カンボジアの工学教育を支援するうえで、ITCを支援するこ

とは極めて妥当といえる。なお、カンボジア全体の2011～2012年の工学系学部卒業生数はわ

ずか1,000名程度で、本プロジェクトで支援するITCの3学科の卒業生はそのうちの20％6を占め

ることから、本プロジェクトの貢献度は大きい7。 
 
（4）日本のカンボジアに対するODA政策（2012年4月）では、民間セクターの強化が3つの大方

針の1つに掲げられ、民間セクター強化の手段として、製造業など潜在的な産業向けの技術者

育成が挙げられている。したがって、本プロジェクトは日本のODA政策とも整合性が保たれ

ている。 
 
３－２ 有効性 

効率性は中程度と判断する。その理由は、以下のとおり。 
（1）現時点では、ITCの教育の質を評価する委員会は設置されておらず、現行PDMの指標どおり

に有効性を判断することはできない。現在、入手可能な情報として、国際コンソーシアムに

                                                        
5 工学、建築学、薬学、歯学、看護学、会計、観光、専門サービスの8分野。 
6 地球資源・地質工学科は2014年度から卒業生が輩出する。20％は同学科の卒業見込みの人数を含めた数字である。 
7 Cambodian higher education：challenges and future direction Mak Ngoy（2012）– カンボジアでは文系が非常に多い。特にビジネ

ス系の大学が多く全体の47％を占める。 
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よる毎年の報告書や学期末に学生による大学評価などがあるが、いずれも、3学科の教育の質

を前後比較することはできない。プロジェクトの後半は、中間レビュー調査において改訂さ

れたPDMの指標に基づいて、学生によるITCの教育への満足度の向上、日本人専門家によるITC
の教育への調査結果の向上、教育機材情報の定期的更新がなされたかどうかについて、定期

的にモニタリング・評価をしていく必要がある。 
 
（2）本プロジェクトではコースワークの改善、教育方法の改善、適切な機材活用が3つの成果目

標として挙げられている。いずれの成果目標も実習・実験を重視した教育の質を改善するう

えで不可欠な要素といえる。これまで、コースワークの改善については、学生実験手引書が

導入され、実習・実験時間が大幅に増加するなど、目に見える具体的な成果が生まれている。

他方、教育方法の改善や適切な機材活用はまだ十分な成果が見えていない。 
 
（3）これまでの取り組みから、今後、短期専門家による適切な指導を十分受けることができ、ITC

教員が機材の活用法や教授方法について一層努力すれば、プロジェクト目標を達成すること

は十分可能であると判断できる。 
 
３－３ 効率性 

効率性については一部課題がある。 
（1）プロジェクトの進捗について1年目は投入が少なく、2〜3年目にある程度投入が確保でき、

活動が進むようになってきている。成果１について当初予定より遅れはあるものの、ある程

度実績が上がっているが、成果２と３については一層の努力が必要である。 
 
（2）プロジェクトの運営については以下のプラス・マイナス面がある。 

・ 本邦研修と短期専門家によるカンボジアでの指導を通して、短期専門家とC/Pとのコミュニ

ケーションは徐々に円滑化し始めている。 
・ 活動のなかでは、本邦研修は具体的な成果品の作成に取り組むうえで特に効果的であった。 
・ 定期的なプロジェクト会議がないなど組織的な取り組みにおいてプロジェクト運営の弱さ

がある。また、適切なタイミングと期間での短期専門家派遣は難しく、依然懸念材料であ

る。プロジェクト後半では、定期的な会議の実施や日本人専門家のほかにAUN/SEED-NET
プロジェクト等を通じたアセアン諸国の専門家派遣を活用するなどの改善を行う必要があ

る。 
・ プロジェクトに参加する教員の多数にとってJICAの技術協力プロジェクトは初めての経験

であり、PDMなどプロジェクトの目標、枠組み、範囲などあまり明確に理解していないた

め、今後、ITC教員に対するPCM研修の実施など、十分な支援が必要である。 
 
３－４ インパクト 

インパクト発現の見込みは高い。 
（1）ITC卒業生が以前に比べてより実践的な知識・技能を有しているとして企業に評価されること

を本プロジェクトの目標としているが、現時点では、そうした指標データは入手できていない。

ITCでは2012年に産業連携事務所を設置し、1名の教員と秘書を配置した。まだ、企業に対す
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る学生評価調査などは実施していない。8 そのため、インターン受入れ企業などにより前後比

較が可能な調査を実施してインパクトの測定を行う必要がある。 
 
（2）ITC卒業生の就職状況や商工団体へのヒアリングによれば、ITC卒業生は企業などから既に

非常に高い評価を得ている様子がうかがえた。また、ITCもカンボジアの主要企業と対話する

機会をもち、企業ニーズについて理解を高めようとしている。現在の第5年次学生以下の学生

は、本プロジェクトによる便益（新規機材と実習・実験の導入、教員指導法の改善など）を

受けており、以前の卒業生より実践的な知識・技能を有していることが期待できる。 
 
（3）上位目標以外に期待できるインパクトとして次の点を挙げることができる。 

・ 2013年度から教育青年スポーツ省高等教育局が研究資金の提供を開始した。こうした資金

を活用し、導入した機材を活用して研究活動が行われることが期待できる。 
・ 本プロジェクトを通して、ITCは日本の大学と連携強化を図っている。現時点で、九州大学

と連携合意書が調印され、東京工業大学とも調印に向けた準備が進んでいる。また、東京

工業大学はITC支援の国際コンソーシアムに正式に参加した。このように、本プロジェクト

を契機として、大学間、研究者間の連携が拡大することが期待できる。 
 
３－５ 持続性 

持続性については一部課題がある。 
（1）3-1で記述したとおり、工学系の技術者育成は「次期教育開発戦略計画 （2014～2018）」の

重点政策に掲げられており、政策面の持続性は高い。 
 
（2）プロジェクト成果の持続性について、実習・実験はコースワークのなかに位置づけられる

ため、制度的には持続性が高い。他方、教育方法の改善や機材の適切な維持管理については、

FD活動のためのミーティングや機材の維持管理システムなど制度や体制づくりが進んでいな

いため、現段階で持続性を判断することはできない。 
 
（3）これまでITCでは新規機材の据え付けや活用促進を進めてきたが、機材の維持管理は、今後

の重点課題となる。特に、ITCでは機材更新や修理のための予算が少ないため、定期的な保守・

点検の徹底化を図ることで、故障などのトラブル回避に努力する必要がある。また、国内に

代理店がなく、ITCとしても調達のノウハウがない機材の付属品については、プロジェクト終

了までに十分な予備を確保しておくような長期的な視点が必要となる。消耗品については、

企業研修サービスなどの収益活動を行うなどして、各学科が独自に自立性を確保することが

可能である。 
 
（4）技術面については、国際コンソーシアムが今後も技術支援の役割を果たすことが期待でき

る。また、本プロジェクトで構築・強化されたITC教員と日本の大学教官との結びつきによる

                                                        
8 現在、ITCが対外的に実施している調査は次の2つである。①インターン受入れ企業による学生評価（評価シートを学生に持

たせて企業に回答してもらい、単位認定の1つの指標とする）、②卒業生への進路調査（卒業3カ月後に、各学科の秘書が卒業

生に電話で就職先、業務内容と大学での学習内容との一致状況、給与などについてヒアリングする） 
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技術支援が期待できる。現在、日本で学位取得できるスキームが少なく、留学による教員の

能力強化といった機会は限定的であるが、フランス政府が提供する奨学金制度などが活用で

きるため、今後も留学機会は一定程度確保されると思われる。 
 

３－６ 促進要因 

（1）対象3学科の教員の52％がAUN/SEED-NETプロジェクトを通して、日本をはじめタイ、イン

ドネシア、マレーシアなどのアセアン諸国で修士・博士の学位を取得している（電気・エネ

ルギー学科で22名中13名、産業機械学科で21名中7名、地球資源・地質工学科で13名中9名）。

AUN/SEED-NETプロジェクトにより教員の能力が強化されていたと同時に、日本など受入れ

側の指導教員とITC教員の間にネットワークが形成されていたことも大きな促進要因といえ

る。 
 
（2）17大学によるITC支援の枠組みである国際コンソーシアムを通して多くの教員がフランスな

どで学位を取得しており、ITCの教育水準の向上という点でも大きな促進要因である。 
 
３－７ 阻害要因 

長期専門家が派遣される前に供与機材とその仕様が決まっていた。これは機材の納入時期を早

めるという意味でプラスの面もあったが、幾つかの機材については、オペレーションに不可欠な

付属品やスペアがリストから漏れていたために活用できず、プロジェクトで対応する必要が生じ

た。また、地球資源・地質工学科に対しては文化無償資金協力で機材供与が行われたが、不可欠

な機材のリスト漏れ、取扱説明書の不備・不完といった問題が多く、プロジェクトで対応に追わ

れ、機材活用が遅れた。 
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第４章 結論と提言 
 
４－１ 結論 

5 項目評価結果の要約は次のとおりである。 
 

5 項目評価の要約 

評価項目 評価結果 
1．妥当性 産業人材育成を支える政策支援は一貫しており、プロジェクト

が対象となる産業ニーズに対応していることから、妥当性は高

い。 
2．有効性 有効性は中程度である。今後、プロジェクトの効率性が高まれ

ばプロジェクト目標の達成も可能である。 
3．効率性 効率性には一部課題がある。特にプロジェクトマネジメントは、

適切な分野や時期に専門家を派遣することやカウンターパート

が活動により深くかかわることを通じて、強化される必要があ

る。 
4．インパクト ITCの卒業生は産業界やITCの学術的な発展の影響から評価され

ており、インパクト（予測）は高い。 
5．持続性 持続性についても一部課題が予想される。機材の維持管理には、

特に注意が必要である。 
 
４－２ 提言 

提言の内容は以下（1）から（3）のとおりである。 
（1）ITCマネジメント（学長・副学長）に対する提言 

・ 産業連携オフィスを含め、ITCとして、卒業生に対する企業の評価や産業界のニーズを把握

するための定期的な調査を制度化すること。 
・ 対象3学科から提案された機材計画をもとに機材の適切な使用や維持管理を行うための計画

策定を行うこと。 
 
（2）プロジェクト事務所と対象3学科に対する提言 

・ プロジェクトの進捗に関してTV会議を通じて定期的に短期専門家とコミュニケーションを

とること。 
・ プロジェクト管理の強化、教育手法の開発や適切な機材管理のための仕組み（機材リスト、

消耗品・付属品等の在庫リスト、代理店との連絡経路の確立、消耗品の補充に必要なコス

ト把握、定期保守・点検の方法等）を作るために、毎月あるいは隔月ごとに定期会合をも

つこと。 
・ 必要な機材の付属品や部品をプロジェクト期間終了までに調達すると同時に、機材管理の

計画と同時に企業への研修提供といった収益活動のプランを策定し、活動計画に位置づけ

ること。 
・ 最終的にプロジェクト目標を期間内に達成するために、2014年1月末までに個々の活動の実

施者とスケジュールを記載した後半の活動の詳細な計画を策定すること。 
・ 効果的な本邦研修を実施するため、日本人専門家と対象の学科長及びITC教員と綿密な協議
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を行い、研修目的や内容を明確にしたうえで研修を実施すること。 
 
（3）JICAに対する提言 
・ 専門家の多くが現役の大学教員であり頻繁にITCを訪問できないことから、大学の退職教員

などを比較的長期の専門家として派遣することも検討すること。 
・ 現在、別途、無償資金協力事業が進んでいる。JICAは文化無償資金協力と本プロジェクト

の経験から学んだ教訓に基づき、機材の効果的設置に留意すること。 
・ 日本人専門家間のコミュニケーション・連携（特に学科を越えたコミュニケーション・連

携）は十分に円滑とはいえないことから、JICAは定期的に関係大学が集まる会合を開催す

るなどを通じて、より密接なコミュニケーションを図ること。また各種資料の共有も、各

学科の代表者のみに共有するのではなく、関係者全員に行き渡るように努めること。 
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第５章 団員による調査結果・所感 
 
５－１ 団長調査結果・所感 

JICA人間開発部高等技術教育課 課長 田中努 
 

ITCは本プロジェクトのほかにこれまでAUN/SEED-NETの対象校として長らくJICAの協力対象

となってきたが、技術協力プロジェクトの実施拠点として直接的な協力を受けることは初めてで

あり、日本でPh.D.を取得した留学経験者が多数C/Pに含まれていても、プロジェクト活動が円滑に

進まなかった面がある。特にITC関係者によるPDMに対する基本的理解が十分ではなかったことが

原因の1つと考えられる。例えば、「成果１」は順調に取り組まれていたが、「成果２」及び「成果

３」については取り組みが必ずしも十分ではなく、関係者がPDMを十分に意識しながら活動をし

てこなかったケースがあったと考えられる。ついては、今後は前述のプロジェクトが発現すべき

成果を十分に意識しながら進められることを期待する。 
東京工業大学高田教授（チーフアドバイザー）をはじめとする本邦支援大学の中核的な先生方

の献身的な協力には深く感謝する。一方で、本プロジェクト協力への関心が必ずしも高くない支

援大学の先生が存在するのも事実であり、本部側でも高田先生をはじめとする先生方とも相談の

うえ、そういった先生方の理解促進や協力インセンティブの創出等について改善できればと考え

る。1つは、プロジェクトに対する十分な理解が得られていない点があり、JICA側からの十分な説

明や情報共有に留意していきたい。 
 
５－２ 工学教育/チーフアドバイザー調査結果・所感 

東京工業大学大学院理工学研究科国際開発工学専攻 教授 高田潤一 
 

これまで約20年にわたっていくつかのJICAの工学系高等教育プロジェクトに専門家としてかか

わってきたものの、チーフアドバイザーを務めたのは初めてのことであり、しかも現地に駐在せ

ず短期のシャトル派遣であったことから、現地調整員の岩舘氏の全面的な支援なしにはとてもプ

ロジェクトは回らなかった。PDMの書き方1つとっても、ITCと日本側専門家の間ではある程度共

通理解を得ていたものの、その内容はPDMの文言とは必ずしも一致しておらず、当初はJICA本部

との理解の相違に当惑した。さらに、今回の中間レビュー調査の結果、これまでのITC側の取り組

みのいくつかについては、会議の席で耳にしていた状況と実態とが異なっていることも判明した。

このため、中間レビューの機会にPDMを改定して、実状に沿った活動内容と具体的なエビデンス

に基づく評価の指針を明確にした。この一連の経験のなかで、実態に沿ったPDM作成の重要性を

痛感した。 
これまでAUN/SEED-NETプロジェクトにかかわってきた本邦大学関係者はITCの潜在的なレベ

ルの高さをよく認識している。しかしながら、本プロジェクトにおける協力大学の選定にあたっ

ては、3分野のうちの産業機械工学分野では国際協力事業への参加経験者が全くいない体制となっ

たため、プロジェクトに関する理解を得て協力頂くまでに長い時間を必要とした。国立大学には

派遣法に基づいて給与補填が行われるものの、教員個人にとっては、通常業務にプロジェクトへ

の協力が付加されるだけで、当人の使命感・達成感以外には特段の見返りもなく、国際協力事業

へのインセンティブがないことは、私がJICA事業への協力を始めた20年前に既に言われていたこ
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とで、この点について全く進歩がないことを改めて痛感した。しかしながら、顔の見える関係を

通じて協力関係を築く努力が重ねられた結果、ようやく信頼関係が構築されつつある。ITC教員を

研修員として本邦大学へ受入れた本人教員からは、ITC教員の熱心さと潜在的能力の高さを評価す

る声が多く聞かれている。優秀なITC教員が博士課程学生として日本の大学に留学し、立派な研究

成果を修めて帰国し、次の世代の人材育成に当たる、というのが、日本側教員のインセンティブ

として働くことも期待できる。残り2年間、より効果的な協力体制でプロジェクトを進めて行きた

い。 
 



付 属 資 料 

 

１．現行PDM 
 
２．改訂PDM 
 
３．協議議事録（M/M）（合同評価報告書を含む）  
 
４．質問票（短期専門家対象/ITC教員対象） 

















































































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語表
	評価調査結果要約表
	The Summary of Mid Term Review Evaluation
	第１章 中間レビュー調査の概要
	第２章 実績と実施プロセス
	第３章 5 項目評価結果
	第４章 結論と提言
	第５章 団員による調査結果・所感
	付属資料
	１．現行PDM
	２．改訂PDM
	３．協議議事録（M/M）（合同評価報告書を含む）
	４．質問票（短期専門家対象/ITC教員対象）




